
北九州市次世代通信整備型コワーキングスペース立地促進事業補助金交付要綱 

（通則） 

第１条 北九州市次世代通信整備型コワーキングスペース立地促進事業補助金（以下

「補助金」という。）の交付については、北九州市補助金等交付規則（昭和４１年北

九州市規則第２７号。以下「補助金等交付規則」という。）、内閣府地方創生テレワー

ク交付金交付要綱、その他の法令の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 

（目的） 

第２条 テレワークによる新しい働き方の定着により、ＩＴ企業をはじめ、地方へのサ

テライトオフィスの設置などの意欲が高まり、コワーキングスペース等への入居を検

討する企業が増えている。第５世代移動通信システム（以下「５Ｇ」という。）環境を

常設で提供するコワーキングスペースを整備することで、全国からの企業誘致、スタ

ートアップ企業の創出、サテライトオフィスの設置等を誘引し、それにより、若年層

の雇用の場の創出、北九州発の新技術、新たなビジネスモデルの創出に資することを

目的とする。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、次の各号に掲げる要件を備える法人とする。  

（１）官公庁等ではないこと。 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に定める風俗営業者でないこ

と。 

（３）北九州市税を滞納していないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団（以下この項において「暴力団」という。）又は同条第６

号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団員」という。）でないこと。 

（５）役員のうちに暴力団員がいないこと。 

（６）暴力団員を自らの業務に従事させ、又は自らの業務の補助者として使用していな

いこと。 

（７）自らの事業活動について暴力団又は暴力団員により支配を受けているものと認め

られないこと。 

（補助金の対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、小倉駅周

辺に５Ｇ環境を常設で提供する、収容可能人数５０人以上のコワーキングスペースを

整備する事業を対象とする。 

（補助金の対象経費及び補助率） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の区分、内容、

補助率及び補助額は別表のとおりとする。 



（事業計画書の提出） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、市長が定める日までに事業計画書を提出

しなければならない。 

（専門家等への意見聴取） 

第７条 市長は、前条の規定による事業計画書を審査するに当たり、審査会を開催し、

専門家等の意見を聴取できるものとする。 

（採択等の通知） 

第８条 市長は、前条の規定による審査会を開催したときは、当該意見を尊重し、事業

計画書の内容を審査した後に採択又は不採択を決定し、その旨を補助金の交付を受け

ようとする者に通知するものとする。 

（交付申請書の提出） 

第９条 前条の規定による採択の通知を受けた者は、補助金の交付を受けるに当たり、

交付申請書を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の通知） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、内容を審査し、補

助金を交付すべきものと認めたときは交付を決定し、その旨を交付決定通知書によっ

て申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１１条 前条の規定による交付決定通知書を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、交付決定通知書を受けた日から起算して１５日までに市長に申請取下書を提出す

ることができる。 

（交付決定内容の変更） 

第１２条 補助事業者が、補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）しようとする

ときは、変更申請書をあらかじめ市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、内容を審査し、その変更

を承認するときは、その旨を補助事業者に対して変更決定通知書により通知するもの

とする。 

（交付金の経理） 

第１３条 補助事業者は、補助対象事業の経理について特別の帳簿を備えるとともに、

その内容を証する関係書類を整理し、他の経理と区分して、その収支を明らかにして

おかなければならない。当該特別の帳簿とその内容を称する関係書類は補助対象事業

終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

（実績報告書の提出） 

第１４条 補助事業者は、コワーキングスペースの整備を完了したときは、実績報告書



を市長に提出しなければならない。 

２ 実績報告書は、整備完了後２０日以内、又は令和４年２月２８日のいずれか早い日

までに提出しなければならない。 

（補助金額の確定及び通知） 

第１５条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、書面及び必要

に応じた現地調査により内容を審査し、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条

件に適合すると認めたときは交付すべき補助金の額を確定し、その旨を補助事業者に

対して交付確定通知書により通知するものとする。 

（補助金の交付請求書の提出） 

第１６条 前条の規定による交付確定通知書を受けた補助事業者は、補助金の交付の請

求をするものとする。 

（補助金の支払い方法） 

第１７条 この要綱に定める補助金については、補助対象事業の円滑な遂行を図るため、

必要であると認められるときは、補助対象活動の完了前に第１０条に基づき、決定さ

れた補助金の額の範囲内で概算払いすることができる。 

２ 補助事業者は、概算払いを受けようとするときは、その旨を市長へ請求しなければ

ならない。 

３ 市長は、前項の規定による請求があった場合は、その内容が適当と認められるとき

は、補助金の一括又は分割による概算払いをするものとする。 

４ 同条第１項の概算払いを受けた補助事業者は、事業完了後精算するものとし、交付

を受けた額に剰余が生じたときは、剰余金を返還しなければならない。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１８条 市長は、補助事業者が次のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、取り消しにより補助事

業者に損害があっても、市長はその損害の賠償の責めを負わないものとする。 

（１） 第３条に該当しないことが明らかとなったとき。 

（２） 第１４条の実績報告書の提出後、３年以内に運営を中止したとき。 

（３） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（４） 補助金を交付目的以外の用途に使用したとき。 

（５） 補助事業者が、この要綱に基づく市長の処分若しくは指示に違反したとき。 

（６） 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定内容又はこれに付した条件に

違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１９条 市長は、前条の規定による補助金の交付の決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、その全部又は一

部について期限を定めて返還を命ずるものとする。 



（取得財産の管理及び処分の制限） 

第２０条 補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用を増加させた財産（以

下「取得財産等」という。）について、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の

交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等のうち、取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の

ものについて、補助金等交付規則第２２条の規定により財産の処分を制限された期間

内において、その取得財産等を補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付けし、又は担保に供する等の処分をしようとするときは、財産処分承認申請書

を、あらかじめ市長に提出し、承認を受けなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、内容を審査し、その取得

財産の処分を承認するときは、その旨を財産処分承認書によって補助事業者に通知す

るものとする。 

４ 市長は、前項に規定する承認をするときは、その交付した補助金の全部又は一部に

相当する金額を市に返還させることがある。 

５ 補助事業者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳を備え管理するとともに、

実績報告書に取得財産等管理明細表を添付しなければならない。 

（報告） 

第２１条 市長は、申請書等の記載に係る事項その他必要と認める事項について、補助

事業者に報告させることができる。 

（立入検査等） 

第２２条 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるとき

は、補助事業者等に対して報告をさせ、又は当該職員にその事務所、事業場等に立

ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることがで

きる。 

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか補助金に関し必要な事項は、産業経済局長が別

に定める。 

付 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和３年６月２１日から施行する。 



別表（第５条関係） 

補助対象経費は、次に掲げるものの合計額とする。ただし、第１０条の交付決定通

知の日前に発生した経費（発注、契約、支出等の行為を含む。）及び消費税並びに地

方消費税相当額を除く。 

経費区分 内    容 補助率 補助額 

施設整備費 
コワーキングスペースの整備に要す

る経費 

１０/１０

補助上限 

４５，０００千円 什器・機器導入費 

働く環境又は機能を有するうえで必

要と認められる什器・機器の導入に

要する経費 

その他 
ここに掲げるものの他、市長が特に

必要と認める経費 


